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平成27年２月20日 

各 位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 

代 表 者 名 代表取締役社長 長野 成晃  

 （コード：3731 東証マザーズ） 

問い合せ先 人 事 法 務 部  法 務 広 報 課 

 （ T E L： 0 2 2 - 7 2 2 - 0 3 3 3）  

 

有価証券報告書等およびその訂正報告書等にかかる訂正 

ならびに訂正過年度決算短信等の再訂正等に関するお知らせ 

 

当社は、過去に提出いたしました有価証券報告書、四半期報告書、有価証券報告書の訂

正報告書および四半期報告書の訂正報告書ならびに平成 27 年１月 16 日に公表済みの訂正

決算短信および訂正四半期決算短信等の記載内容に訂正すべき事項がございましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．平成 27 年 2 月 19 日付で東北財務局に提出した訂正報告書 

（１）有価証券報告書および有価証券報告書の訂正報告書 

① 平成 22 年 10 月期(第 18 期) 有価証券報告書 (自 平成 21 年 11 月１日 至 平成 22年 10月 31日)

② 平成 23 年 10 月期(第 19 期) 訂正有価証券報告書 (自 平成 22 年 11 月１日  至 平成 23年 10月 31日)

③ 平成 24 年 10 月期(第 20 期) 訂正有価証券報告書 (自 平成 23 年 11 月１日 至 平成 24年 10月 31日)

④ 平成 25 年 10 月期(第 21 期） 訂正有価証券報告書 (自 平成 24 年 11 月１日 至 平成 25年 10月 31日）

 

（２）四半期報告書の訂正報告書 

① 平成 25 年 10 月期(第 21 期) 訂正第１四半期報告書 (自 平成24年11月１日 至 平成 25 年１月 31 日)

② 平成 25 年 10 月期(第 21 期) 訂正第２四半期報告書 (自 平成 24 年２月１日 至 平成 25 年４月 30 日)

③ 平成 25 年 10 月期(第 21 期) 訂正第３四半期報告書 (自 平成 24 年５月１日 至 平成 25 年７月 31 日)

④ 平成 26 年 10 月期(第 22 期) 訂正第１四半期報告書 (自 平成25年11月１日 至 平成 26 年１月 31 日)

⑤ 平成 27 年３月期(第 22 期) 訂正第３四半期報告書 (自 平成 26 年５月１日 至 平成 26 年７月 31 日)

※ 平成 27 年７月 29 日付開催の臨時株主総会の決議により、第 22 期以降の決算期を従来の 10 月決算から３月決算

に変更したことに伴い、当社の第 22 期事業年度は平成 25 年 11 月１日から平成 27 年３月 31 日までの 17 か月間

となります。この変更により、第 22 期事業年度につきましては、提出済みの四半期報告書において、「平成 26

年 10 期(第 22 期)」という表記と「平成 27 年３月期(第 22 期)」という表記が混在しております。 
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２．本日付で東北財務局に提出した四半期報告書および訂正四半期報告書の訂正報告書 

① 平成 26 年 10 月期(第 22 期) 訂正第２四半期報告書 (自 平成 26 年２月１日 至 平成 26 年４月 30 日)

② 平成 27 年３月期(第 22 期) 第４四半期報告書 (自 平成 26 年８月１日 至 平成 26年 10月 31日)

※ 平成 27 年７月 29 日付開催の臨時株主総会の決議により、第 22 期以降の決算期を従来の 10 月決算から３月決算

に変更したことに伴い、当社の第 22 期事業年度は平成 25 年 11 月１日から平成 27 年３月 31 日までの 17 か月間

となります。この変更により、第 22 期事業年度につきましては、提出済みの四半期報告書において、「平成 26

年 10 期(第 22 期)」という表記と「平成 27 年３月期(第 22 期)」という表記が混在しております。 

 

３．本日付で公表する訂正決算短信等 

① 平成25年 10月期(第21期) 訂正第１四半期決算短信 (自 平成24年11月１日 至 平成 25 年１月 31 日)

② 平成25年 10月期(第21期) 訂正第２四半期決算短信 (自 平成 25 年２月１日 至 平成 25 年４月 30 日)

③ 平成25年 10月期(第21期) 訂正第３四半期決算短信 (自 平成 25 年５月１日 至 平成 25 年７月 31 日)

④ 平成25年 10月期(第21期) 訂正決算短信 (自 平成24年11月１日 至 平成 25年 10月 31日)

⑤ 平成26年 10月期(第22期) 訂正第１四半期決算短信 (自 平成25年11月１日 至 平成 26 年１月 31 日)

⑥ 平成26年 10月期(第22期) 訂正第２四半期決算短信 (自 平成 26 年２月１日 至 平成 26 年４月 30 日)

⑦ 平成 27 年３月期(第 22 期) 訂正第３四半期決算短信 (自 平成 26 年５月１日 至 平成 26 年７月 31 日)

⑧ 平成 27 年３月期(第 22 期) 第４四半期決算短信 (自 平成 26 年８月１日 至 平成 26年 10月 31日）

※ 平成 27 年７月 29 日付開催の臨時株主総会の決議により、第 22 期以降の決算期を従来の 10 月決算から３月決算

に変更したことに伴い、当社の第 22 期事業年度は平成 25 年 11 月１日から平成 27 年３月 31 日までの 17 か月間

となります。この変更により、第 22 期事業年度につきましては、公表済みの決算短信において、「平成 26 年 10

期(第 22 期)」という表記と「平成 27 年３月期(第 22 期)」という表記が混在しております。 

これらの訂正決算短信等はこれより順次開示を行い、本日中に全書類を開示する予定であります。 

 

３．訂正の経緯および理由 

  当社は、平成 27 年１月 13 日付で当社社内調査委員会から受領しました「調査報告

書（ 終報告書）」をもとに過年度決算等の訂正作業を行い、平成 27 年１月 15 日、同

16日および同19日付をもって過年度決算等にかかる訂正結果を反映した有価証券報告

書および四半期報告書を提出するとともに、平成 27 年１月 16 日付をもって決算短信

および四半期決算短信を公表いたしました。 

  しかしながら、社内において、再度、訂正有価証券報告書等の内容の確認および必

要な追加調査を行ったところ、 

   ①過年度決算等の訂正作業を踏まえて、第 18 期有価証券報告書および第 19 期有

価証券報告書の担保受入に関する注記の表記方法を訂正すべきであったところ、

その訂正すべき箇所を見逃していた※１ 

   ②平成 26 年 10 月期（第 22 期）第１四半期に不明支出金損失を新たに計上すべき

であったところ、仕訳修正の過程において、作業ミスにより、平成 25 年 10 月

期（第 21 期）第１四半期にこれを計上する修正仕訳がなされていたこと※２ 
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   ③平成 26 年 10 月期（第 22 期）第１四半期、第２四半期に「販売費及び一般管理

費」から「不明支出金損失」に訂正して計上した役員報酬相当額の大部分につ

き、平成 27 年３月期（第 22 期）第３四半期にて引き続き「不明支出金損失」

としてこれを計上し続けなければならなかったところ、仕訳修正の過程におい

て、作業ミスにより、これを「販売費及び一般管理費」に計上し、同第４四半

期においても同様に「販売費及び一般管理費」として計上し続けていたこと※３ 

   ④平成 24 年 10 月期（第 20 期）通期訂正有価証券報告書の貸倒引当金に関する注

記において表記した金額に誤りがあったこと※４ 

   ⑤平成 27 年３月期（第 22 期）第４四半期報告書の四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書において不明支出金損失に関する個別表記がなされていなかったこと 

   ⑥平成 25 年 10 月期（第 21 期）第１四半期から平成 27 年３月期(第 22 期)第３四

半期までの会計期間に係る訂正有価証券報告書および訂正四半期報告書につい

て訂正箇所でない箇所にも余分に下線を引いていたこと※５ 

 という見落としがあったことが判明いたしました。 

   そして、当社は、この見落としが判明した各箇所につき、社内にて調査および検討

した結果、訂正を行うことが適切であると判断し、今回の訂正を行うことにいたしま

した。 

※１ この表示の訂正に伴う連結財務諸表および個別財務諸表の数値の訂正はございません。 

※２ この修正仕訳の訂正により、平成 25 年 10 月期（第 21 期）第１四半期以降の「不明支出金損

失」を１百万円減じたうえで、平成 26 年 10 月期（第 22 期）第１四半期から「不明支出金損

失」にこの１百万円を追加計上する旨の再訂正を行いました。 

※３ この修正仕訳の訂正により、平成 27 年３月期（第 22 期）第３四半期に「その他販管費」とし

て計上している 16 百万円（平成 26 年 10 月期（第 22 期）第１四半期からの訂正対象となる役

員報酬相当額の累計数値）を「不明支出金損失」に振り替えております。 

この結果、平成 27 年３月期（第 22 期）第３四半期の「不明支出金損失」はこの 16 百万円

を加算した 29 百万円となります。なお、平成 27 年３月期（第 22 期）第４四半期の「不明支

出金損失」の額も引き続き 29 百万円となります。 

※４ この表示の訂正に伴う連結財務諸表および個別財務諸表の数値の訂正はございません。 

※５ この表示の訂正に伴う連結財務諸表および個別財務諸表の数値の訂正はございません。 

 

なお、平成 27 年３月期（第 22 期）第４四半期決算の訂正が同第４四半期の連結業

績に与える影響は、次のとおりです。 

（訂正により変動する項目および数値） 

 （単位：百万円） 

 訂正前 訂正後 影響額 

売上高 14,306 14,306 ― 

営業利益 74 91 17 

経常利益 55 72 17 
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当四半期純利益 △328 △328 ― 

総資産 4,040 4,040 ― 

純資産 1,943 1,943 ― 

   ※「販売費及び一般管理費」の訂正前の数値は 2,360 百万円であり、訂正後の数値

は 2,343 百万円（△17 百万円）となります。 

   ※「不明支出金損失」の訂正前の数値は 12 百万円であり、訂正後の数値は 29 百万

円（17 百万円増）となります。 
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４．平成 27 年１月 15 日付「有価証券報告書の訂正報告書および平成 27 年３月期第４四

半期報告書の提出ならびに過年度決算短信等の訂正に関するお知らせ」の一部訂正に

ついて 

   前記３の再訂正に伴い、平成 27 年１月 15 日付「有価証券報告書等の訂正報告書お

よび平成 27 年３月期第４四半期報告書の提出ならびに過年度決算短信等の訂正に関

するお知らせ」にてお知らせしました内容のうち、「３．訂正の経緯および理由」内の

【訂正の主な理由および内容一覧】および「各連結累積期間における連結業績及び個

別業績への影響」の内容の一部分に訂正がございます。 

その訂正内容につきましては、平成 27 年１月 19 日付「（訂正）有価証券報告書等の

訂正報告書および平成 27 年３月期第４四半期報告書の提出ならびに過年度決算短信

等の訂正に関するお知らせ」の訂正箇所を含むため、次頁以降に当初訂正前と訂正後

を掲載し、訂正がある箇所について下線を引いております。 

以上 
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別紙 当初訂正前と訂正後の対比一覧 

 

１．本文に関する当初訂正前と訂正後の対比一覧 

 

（訂正前） 

 ３．訂正の経緯および理由 

（中略） 

 【訂正の主な理由および内容一覧】 

 (1)  当社の過去の一部役員（以下「対象役員」といいます。）及び元社長に対して役

員報酬の名のもとで行われた資金の支払いの一部又は大部分を役員報酬として計

上することの妥当性について 

    ① 訂正の主な理由 

    （中略） 

   ② 訂正の主な内容 

以上により、平成 24 年 10 月期（第 20 期）第１四半期から平成 27 年３月期（第

22 期）第３四半期までの全会計期間（自 平成 23 年 11 月１日 至 平成 26 年７

月 31 日）にわたって、役員報酬等として計上されていた金額のうち 191 百万円を

不明支出金損失として計上する旨の訂正を行いました。 

 （中略） 

 (5)   当社の特定株主および同人の個人会社複数社に対する貸付金に関する貸倒引

当金の計上時期およびその額に関する妥当性について 

 ① 訂正の主な理由 

  （中略） 

  イ しかしながら、社内調査委員会は、(a)元来、振替株式に対する質権の設定は

所定の登録手続を経なければ効力が生じないこと、(b)特定株主は、平成 24 年

11 月頃、個人会社らをして担保株式を秘密裏に証券会社を通じた信用取引の担

保として差し入れていた事実が発覚したことなどの事情を踏まえ、遅くとも平

成 24 年 11 月には、本件貸付金について貸倒引当金を 162 百万円追加計上し、

貸倒引当額を債権額の 100%に見直すべきであった旨の勧告を行いました。 

ウ 当社としては、以上の社内調査委員会の勧告を真摯に受け止め、保守的な会

計処理の観点から、社内調査委員会の勧告に従い、本件貸付金にかかる貸倒引

当金の計上時期およびその額を訂正いたしました。 

 ② 訂正の主な内容 

   以上により、平成 27 年３月期（第 22 期）第１四半期において本件貸付金にか

かる貸倒引当金の計上処理を取り消したうえで、平成 25 年 10 月期（第 21 期）第

１四半期に、本件貸付金にかかる貸倒引当金を 162 百万円追加計上する旨の訂正

を行いました。 

  （中略） 
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（訂正後） 

３．訂正の経緯および理由 

（中略） 

 【訂正の主な理由および内容一覧】 

 (1)  当社の過去の一部役員（以下「対象役員」といいます。）及び元社長に対して役

員報酬の名のもとで行われた資金の支払いの一部又は大部分を役員報酬として計

上することの妥当性について 

    ① 訂正の主な理由 

    （中略） 

   ② 訂正の主な内容 

以上により、平成 24 年 10 月期（第 20 期）第１四半期から平成 26 年 10 月期（第

22 期）第２四半期までの全会計期間（自 平成 23 年 11 月１日 至 平成 26 年４

月 30 日）にわたって、役員報酬等として計上されていた金額のうち 112 百万円を

不明支出金損失として計上する旨の訂正を行いました。 

 （中略） 

 (5)   当社の特定株主および同人の個人会社複数社に対する貸付金に関する貸倒引

当金の計上時期およびその額に関する妥当性について 

 ① 訂正の主な理由 

  （中略） 

  イ しかしながら、社内調査委員会は、(a)元来、振替株式に対する質権の設定は

所定の登録手続を経なければ効力が生じないこと、(b)特定株主は、平成 24 年

11 月頃、個人会社らをして担保株式を秘密裏に証券会社を通じた信用取引の担

保として差し入れていた事実が発覚したことなどの事情を踏まえ、遅くとも平

成 24 年 11 月には、本件貸付金について貸倒引当金を＜削除＞追加計上し、貸

倒引当額を債権額の 100%に見直すべきであった旨の勧告を行いました。 

ウ 当社としては、以上の社内調査委員会の勧告を真摯に受け止め、保守的な会

計処理の観点から、社内調査委員会の勧告に従い、本件貸付金にかかる貸倒引

当金の計上時期およびその額を訂正いたしました。 

 ② 訂正の主な内容 

   以上により、平成 26 年 10 月期（第 22 期）第１四半期において本件貸付金にか

かる貸倒引当金の計上処理を取り消したうえで、平成 24 年 10 月期（第 20 期）に、

本件貸付金にかかる貸倒引当金を 137 百万円追加計上する旨の訂正を行いました。 

  （中略） 

    以上 
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２．別紙「各連結累積期間における連結業績及び個別業績への影響」 

 

各連結累積期間における連結業績及び個別業績への影響 

（訂正前） 

【連結財務諸表】 （単位：百万円）

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 23 年 10 月期 

(第 19 期)通期 

 

売上高 13,774 13,774 ― 

営業利益 461 461 ― 

経常利益 273 273 ― 

当期純利益 223 213 △10 

総資産 6,294 6,284 △10 

純資産 2,123 2,113 △10 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)第１四半期 

 

売上高 3,612 3,612 ― 

営業利益 105 108 ２ 

経常利益 101 103 ２ 

当期純利益 43 45 ２ 

総資産 5,610 5,600 △10 

純資産 2,138 2,130, △７ 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)第２四半期 

 

売上高 7,396 7,396 ― 

営業利益 235 245 10 

経常利益 223 233 10 

当期純利益 144 147 ２ 

総資産 5,648 5,638 △10 

純資産 2,242 2,234 △７ 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)第３四半期 

売上高 10,363 10,363 ― 

営業利益 328 346 17 

経常利益 299 316 17 

当期純利益 246 249 ２ 

総資産 5,374 5,364 △10 

純資産 2,342 2,334 △７ 
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【連結財務諸表】 （単位：百万円）

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)通期 

 

売上高 13,950 13,950 ― 

営業利益 432 458 25 

経常利益 398 387 25 

当期純利益 343 199 △144 

総資産 5,905 5,748 △156 

純資産 2,439 2,284 △154 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)第１四半期 

 

売上高 3,959 3,959 ― 

営業利益 87 105 17 

経常利益 75 93 18 

当期純利益 66 74 ８ 

総資産 5,586 5,437 △148 

純資産 2,480 2,334 △145 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)第２四半期 

 

売上高 7,898 7,898 ― 

営業利益 145 191 46 

経常利益 183 171 △12 

当期純利益 54 ７ △47 

総資産 5,270 5,064 △206 

純資産 2,480 2,278 △201 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)第３四半期 

売上高 11,336 11,336 ― 

営業利益 198 261 62 

経常利益 189 236 46 

当期純利益 39 36 △２ 

総資産 5,101 4,937 △163 

純資産 2,456 2,230 △156 
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【連結財務諸表】 （単位：百万円）

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)通期 

 

売上高 15,112 15,112 ― 

営業利益 296 374 77 

経常利益 295 348 79 

当期純利益 55 42 △13 

総資産 5,213 5,041 △172 

純資産 2,477 2,309 △167 

平成 27 年３月期 

(第 22 期)第１四半期 

 

売上高 4,071 4,071 ― 

営業利益 120 134 13 

経常利益 137 153 16 

当期純利益 △67 78 145 

総資産 4,866 4,839 △26 

純資産 2,371 2,349 △22 

平成 27 年３月期 

(第 22 期)第２四半期 

 

売上高 8,086 8,086 ― 

営業利益 106 130 24 

経常利益 111 139 28 

当期純利益 △168 △８ 160 

総資産 4,240 4,240 △７ 

純資産 2,269 2,259 △７ 

平成 27 年３月期 

(第 22 期)第３四半期 

売上高 10,635 10,635 ― 

営業利益 62 70 8 

経常利益 62 76 13 

当期純利益 △216 △56 160 

総資産 4,244 4,237 △７ 

純資産 2,221 2,214 △７ 

  



 

11 / 15 

 

【個別財務諸表】 （単位：百万円）

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 23 年 10 月期 

(第 19 期)通期 

 

売上高 566 566 ― 

営業利益 230 230 ― 

経常利益 69 69 ― 

当期純利益 109 99 △10 

総資産 3,753 3,743 △10 

純資産 2,267 2,257 △10 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)通期 

 

売上高 860 860 ― 

営業利益 518 544 25 

経常利益 493 462 △31 

当期純利益 342 198 △144 

総資産 3,639 3,482 △156 

純資産 2,582 2,482 △154 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)通期 

 

売上高 663 663 ― 

営業利益 270 347 77 

経常利益 224 323 79 

当期純利益 59 46 △13 

総資産 3,301 3,129 △172 

純資産 2,625 2,457 △167 

以上
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各連結累積期間における連結業績及び個別業績への影響 

（訂正後） 

【連結財務諸表】 （単位：百万円）

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 23 年 10 月期 

(第 19 期)通期 

 

売上高 13,774 13,774 ― 

営業利益 461 461 ― 

経常利益 273 273 ― 

当期純利益 223 213 △10 

総資産 6,294 6,284 △10 

純資産 2,123 2,113 △10 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)第１四半期 

 

売上高 3,612 3,612 ― 

営業利益 105 108 ２ 

経常利益 101 103 ２ 

当期純利益 43 45 ２ 

総資産 5,610 5,600 △10 

純資産 2,138 2,130, △７ 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)第２四半期 

 

売上高 7,396 7,396 ― 

営業利益 235 245 10 

経常利益 223 233 10 

当期純利益 144 147 ２ 

総資産 5,648 5,638 △10 

純資産 2,242 2,234 △７ 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)第３四半期 

売上高 10,363 10,363 ― 

営業利益 328 346 17 

経常利益 299 316 17 

当期純利益 246 249 ２ 

総資産 5,374 5,364 △10 

純資産 2,342 2,334 △７ 
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【連結財務諸表】 （単位：百万円）

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)通期 

 

売上高 13,950 13,950 ― 

営業利益 432 458 25 

経常利益 398 387 △10 

当期純利益 343 199 △144 

総資産 5,905 5,748 △156 

純資産 2,439 2,284 △154 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)第１四半期 

 

売上高 3,959 3,959 ― 

営業利益 87 104 16 

経常利益 75 92 17 

当期純利益 66 74 ８ 

総資産 5,586 5,437 △148 

純資産 2,480 2,334 △145 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)第２四半期 

 

売上高 7,898 7,898 ― 

営業利益 145 190 45 

経常利益 183 170 △13 

当期純利益 54 ７ △47 

総資産 5,270 5,064 △206 

純資産 2,480 2,278 △201 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)第３四半期 

売上高 11,336 11,336 ― 

営業利益 198 260 61 

経常利益 189 235 45 

当期純利益 39 36 △２ 

総資産 5,101 4,937 △163 

純資産 2,456 2,300 △156 
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【連結財務諸表】 （単位：百万円）

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)通期 

 

売上高 15,112 15,112 ― 

営業利益 296 373 76 

経常利益 295 347 52 

当期純利益 55 42 △13 

総資産 5,213 5,041 △172 

純資産 2,477 2,309 △167 

平成 26 年 10 月期 

(第 22 期)第１四半期 

 

売上高 4,071 4,071 ― 

営業利益 120 135 14 

経常利益 137 155 17 

当期純利益 △67 78 145 

総資産 4,866 4,839 △26 

純資産 2,371 2,349 △22 

平成 26 年 10 月期 

(第 22 期)第２四半期 

 

売上高 8,086 8,086 ― 

営業利益 106 131 25 

経常利益 111 140 29 

当期純利益 △168 △８ 160 

総資産 4,240 4,233 △７ 

純資産 2,269 2,262 △７ 

平成 27 年３月期 

(第 22 期)第３四半期 

売上高 10,635 10,635 ― 

営業利益 62 87 25 

経常利益 62 93 30 

当期純利益 △216 △56 160 

総資産 4,244 4,237 △７ 

純資産 2,221 2,214 △７ 
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【個別財務諸表】 （単位：百万円）

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 23 年 10 月期 

(第 19 期)通期 

 

売上高 566 566 ― 

営業利益 230 230 ― 

経常利益 69 69 ― 

当期純利益 109 99 △10 

総資産 3,753 3,743 △10 

純資産 2,267 2,257 △10 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)通期 

 

売上高 860 860 ― 

営業利益 518 544 25 

経常利益 493 462 △31 

当期純利益 342 198 △144 

総資産 3,639 3,482 △156 

純資産 2,582 2,428 △154 

平成 25 年 10 月期 

(第 21 期)通期 

 

売上高 663 663 ― 

営業利益 270 346 76 

経常利益 244 322 77 

当期純利益 59 46 △13 

総資産 3,301 3,129 △172 

純資産 2,625 2,457 △167 

以上

 

 


